  意　見　書
経企第１２－０１１５号
平成１２年８月２３日
電気通信審議会

  電気通信事業部会長   殿
　　　　　　　　　　　　　　　　              　郵便番号　104-8508

             　　　　  　　　　　　　　　　　　住　　所　 eq \o\al(\s\up 17(とうきょうとちゅうおうくはっちょうぼり     ちょうめ           ばん     ごう),東京都中央区八丁堀四丁目７番１号)
　　　　　　             　　　　　　　　　　　　氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　             　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年７月２６日付け郵通議第３０５０号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

＜総論＞

  インターネットの普及に伴い、より快適に利用できるよう「料金の低廉化」「通信速度の高速化」といった需要が高まる中、これらの要望を解決する一つの手段としてＤＳＬサービスの普及促進が早急に望まれております。

  こうした状況の中、ＭＤＦ接続による加入者回線等のアンバンドルに関しての省令整備を行なう事は、公正競争を促進する上でその意義を大きく評価するとともに、今後のＤＳＬサービスの普及に大きく貢献するものと考えます。

  ただし、今後は「高速デジタルアクセス技術に関する研究会報告書」にも指摘されているように、ユーザーがより安心してＤＳＬサービスを導入出来るよう、光ファイバ網のアンバンドル（加入者系伝送路,中継伝送路のダークファイバー提供等、調達手段の多様化も含む）についても早急に検討しルールの整備を行なっていただくよう要望します。

  なお、省令改正案につきましては、接続約款に規定していただきたい要望事項も含め、下記の通り各論にて弊社の意見を述べさせて頂いておりますので、よろしくお取り計らい願います。

＜各論＞

１．接続箇所①について

＜電気通信事業法施行規則＞

第二十三条の四　
  一　指定端末系伝送路設備における、利用者の電気通信設備の側の箇所


【省令案に対する意見】

（１）DSLモデムの売切りによるユーザ設置が実現するまでの暫定的な措置として、当該箇所を接続箇所として規定する事については賛同します。しかしながらDSLモデムの売切り体制が整った後については、当該接続箇所は事業者とユーザーの分界点（インターフェース規定点）としての位置づけにするべきと考えます。

（２）ユーザー宅内に接続事業者が用意したネットワーク設備を設置する場合、ユーザー宅ごとに事業許可を得る必要が生じると理解しております。その場合、事務手続きの煩雑化をもたらすと共に迅速なサービス提供が困難になると考えます。したがって、許可手続は不要、もしくは極めて簡便なものとする事を要望します。

２．接続箇所④について


＜電気通信事業法施行規則＞

第二十三条の四

  四  指定市内交換局において設置されるＩインタフェース加入者モジュールにおける、指定端末系伝送路設備の側の箇所

第二十三条の四第二項

（郵政省令で定める機能）

 Iインターフェース加入者モジュール折返し機能   

 Iインターフェース加入者モジュールを用いて、端末系伝送路設備を識別するための電気通信番号により、当該設備に収容されている特定の端末系伝送路設備を識別して、当該端末系伝送路設備への通信路の設定を行う機能

＜指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則＞

第五条

機能の区分   Ｉインタフェース加入者モジュール折返し機能   

 対象設備    Ｉインタフェース加入者モジュール（主として音声伝送役務の提供に用いられ

             る指定端末系交換等設備であって電話役務の提供に用いられる設備を除くもの

             をいう。）

第十三条

  端末回線伝送機能、交換伝送機能及びIインターフェース加入者モジュール折返し機能の接続料は、回線容量又は回線数を単位として設定するものとする。この場合において、合理的な理由があるときは、距離その他の単位を組み合わせて定めることができる。



【省令案に対する意見】

     ISDNサービス提供の際、新ノードについてはISM（Iインターフェース加入者モジュール）を必要としないと理解しております。

    したがって、本省令のように、ISM装置に限定することは不適切と考えます。新ノード交換機の該当機能部分を含めた規定とすべきと考えます

３．機能の追加について

＜電気通信事業法施行規則＞

第二十三条の四第二項

   端末回線伝送機能         帯域透過端末回線伝送機能

                            帯域分割端末回線伝送機能

                           基地局設備端末回線伝送機能 

                           その他端末回線伝送機能

                           Iインターフェース加入者

                           モジュール折返し機能

＜指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則＞

第五条

       機能の区分                  対象設備

     端末回線伝送機能               (略)



【省令案に対する意見】

   端末回線伝送機能を細分化して省令で規定し、別に接続料を接続約款に設定する事は、より柔軟なサービス展開をしていく上で重要であり、省令案に賛同します。

   しかしながら、原価算定規則に関しては端末回線伝送機能の「機能の区分」が細分化されていないため、これらについても電気通信事業法施行規則と同様に機能を細分化して定義していただくよう要望します。

   また、前述のとおり、「Iインンターフェース加入者モジュール折返し機能」については、新ノード交換機の該当機能部分を含めた規定とすべきと考えます。

【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

  ＜「帯域分割端末回線伝送機能」（ラインシェアリング）について＞

 電話サービスを東西NTTが提供する場合、東西NTTの電話基本料で端末回線のコストは全額回収されていると理解しております。したがって、端末回線伝送機能料を接続約款に規定するにあたっては、二重取りが生じないように算定根拠を十分に検証する必要があると考えます。具体的には、接続業者の負担はゼロ、もしくはDSLサービスの重畳を行なうために必要な追加コストのみに限定されるべきであると考えます。

４．その他

· 漏えいに関する対処について

【接続約款に規定すべき事項に関する要望】

 現在の個別相互接続協定においては、漏えいに関する対処について、回線方式により優先順位が規定されております。しかしながら、今回の省令改定に基づき接続約款が変更される際には、下記研究会報告を反映することが必要であると考えます。


＜高速デジタルアクセス技術に関する研究会報告書　ｐ．３１＞

「（略）一方的にＤＳＬサービス側で対応するのではなく、ＤＳＬサービス側とＩＳＤＮサービス側の双方で漏えい防止等の対処を行うことが適当である」

「スペクトラムマネージメントの原則が決まるまでの間の優先順位としては、ＩＴＵ標準方式等によらず先にサービスの提供を受けていた回線を優先することとすべきである」

別  紙
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